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要約

　本研究は，小・中学校間の効果的な連携による家庭科教育の充実を目指して，鹿児島県内の
小中連携教育及び小中一貫教育についての実態調査を行い，その実態と課題を明らかにするこ
とを目的としている。研究方法は，小中連携教育及び小中一貫教育の取組について，他教科等
も含む学校全体の状況と家庭科教育における状況の 2 つの視点から調査項目を作成し，公立中
学校の家庭科教育担当者に自記式質問紙調査を行った。結果は，以下のように要約される。
１．家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の実態では，家庭科教育において小中連携

の取組を実施している学校は 2 割以下と，学校全体での連携と比べて低い結果であった。
２．連携の意思については，連携したい学校は 7 割以上，他校種の内容を知ることへは 8 割以

上が必要性を感じていたが，連携に向けては，家庭科担当教師間の関係性が薄い，共同研
究のための打合せや参観等の時間がもちにくいといったことが課題に挙げられた。
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1．研究の背景と目的
　平成 17 年，中央教育審議会において「新しい時代の義務教育を創造する（答申）1）」が示
された。答申では，現在の社会情勢の中で求められる新たな義務教育の姿が示され，平成 18
年に教育基本法が改正され，「各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる
基礎を培い，国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養う（第 5 条第 2 項）」
という義務教育の目的が定められ，平成 19 年の学校教育法の改正においても，小・中学校共
通の目標として義務教育の目標規定（第 21 条）が新設された。平成 20 年に告示された学習指
導要領では，各出版社が発行する小学校学習指導要領ならびに各教科の解説の巻末に，参考と
して中学校学習指導要領の全文が掲載される 2）3）など，学校段階間の連携を促進するための工
夫が講じられ，平成 29 年改訂の学習指導要領においても，小学校教育と中学校教育の接続な
ど学校段階間の接続の充実が求められ，小学校と中学校が学習指導や生徒指導において互いに
協力し，系統性・連続性に配慮した教育活動に取り組んでいくことが望まれている 4）5）。
　小中連携ならびに小中一貫教育の必要性が示されている中で実態をみると，制度自体の歴史
が浅く，研究の蓄積は十分とは言えない状況にあるとともに，学校段階ならびに都道府県によ
って課題が見られ 6），今後の小中連携の充実，ならびに小中一貫教育の制度化に向けては，よ
り詳細な教育現場の実態の把握が必要である。
　そこで，本研究では，小・中学校間の効果的な連携による家庭科教育の充実を目指して，鹿
児島県内の小中連携教育及び小中一貫教育についての実態調査を行い，その実態と課題を明ら
かにすることを目的としている。

2．研究方法
　鹿児島県の中学校教育研究会技術・家庭科部会の協力を得て，公立中学校の家庭科教育担当
者に郵送にて自記式質問紙調査を全数調査で実施した。その回答の集計，分析，および先に報
告された佐賀県 7），宮崎県 8）の実態調査結果から，鹿児島県における小中連携教育及び小中一
貫教育に関する実態や教員の意識を把握し，その課題と方向性について考察する。

（1）調査対象：鹿児島県の公立中学校 224 校の技術・家庭科（家庭分野）担当者
（2）有効回答数：中学校 55 校（回答率 24.6％）
（3）調査時期：2016 年 8 ～ 9 月
（4）調査の概要
　本調査では，小中連携教育と小中一貫教育の定義を以下のように示し，調査を行った。

【小中連携教育】�小・中学校が互いに情報交換，交流することを通じ，小学校教育から中学校
教育への円滑な接続を目指す様々な教育

【小中一貫教育】�小中連携のうち，小・中学校が 9 年間を通じた教育課程を編成し，それに基
づき行う系統的な教育

  この定義は，文部科学省の「小中一貫教育の制度化に伴う導入意向調査（2016 年 2 月調査）9）」
等各種調査で用いられたものと同趣旨の文言である。
　本調査の調査項目を表１に示した。表１のとおり，調査項目は，小中連携教育及び小中一貫
教育の取組について，他教科等も含む学校全体の状況と家庭科教育における状況の 2 つの視点
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から検討し，合計 20 の質問項目を作成した。
調査の実施にあたっては，調査票の冒頭に
文書によるインフォームド・コンセントを
行った。

3．結果
（1）質問紙調査の回答者の属性に見られる特徴
　回答者の属性は，勤務年数で，「11 ～ 20 年」32.7% が最も多く，次いで，「21 ～ 30 年」25.5%，「31
年以上」16.4% であった（表 2）。性別は，「女性」96.4％，「男性」1.8％，「無回答」1.8％であ
った。取得免許は，「中学校（家庭科）のみ」30.9％，「中学校（家庭科）と他教科・他校種」
30.9％，「家庭科臨時免許」5.5％，「中学校（家庭科）の免許を所有していない（臨免を除く）」
32.7％であった。職名では，「中学校（家庭科）教諭」49.1％，「中学校（家庭科）以外の教諭」
40.0%，「中学校の講師（非常勤あるいは常勤）」9.1％であった。担当授業としては，「技術・
家庭科（家庭分野）以外に他の教科も担当している」者が 54.5% 見られた。
　属性に見られる特徴では，勤務年数が 21 年以上の者が 4 割と，佐賀県（6 割以上），宮崎県（6
割以上）に比べると低い割合であった。性別は，他県同様，9 割以上が女性であった。取得免
許は，3 割以上の者が免許を所有していない中学校技術・家庭科（家庭分野）以外の教諭であり，
担当授業も 5 割以上の者が他教科の授業も担当していた。取得免許に対し，免許を所有してい
ないと回答した者の概要は表 3 のとおりである。先の学校規模別の分類で見ると，9 割以上が
小規模校であった。鹿児島県の教育の特色として，離島へき地の学校に占める割合が高いため，
12 学級未満の小規模校の割合が高いことがあげられる 10）11）。小規模校では，1 人の教員が複
数の教科を担当している場合が多く，そのことが，家庭科の教員免許を所有していないことに
もつながっている。
　鹿児島県の中学校家庭科担当教員の配置状況や勤務形態，兼担状況などを把握するために，
鹿児島県教職員録（2016 年度版）の分析を行った（表 4）。分析方法は，担当教科は，氏名の
後に記載されている教科から，複数の教科が記載されている者については，最初に記載されて
いる教科を担当教科とし，次に記載されている教科を兼担教科とみなした。勤務形態について
は，教諭という記載を「正規教員」，期限付教諭（臨時的任用教員），講師 , 非常勤講師という
記載を「非正規教員」とみなした。学校規模の分類については，学校教育法施行規則第 41 条
及び第 79 条に記載されている小・中学校の基準（小規模校：11 学級以下，中規模校：12 学級
以上 18 学級以下，大規模校：19 学級以上）に則して分類を行った。
　その結果，鹿児島県教職員録から見た中学校家庭科担当教員の実態は，性別では 9 割以上が

「女性」で，勤務形態では 8 割弱が「正規教員」，1 校あたりの家庭科担当教員数は「1 名」が

１ 学校の状況
問１ 小中連携または

小中一貫教育の取組
問２ 小中一貫教育実施校の

設置状況
問３ 小中連携または

小中一貫教育の取組形態
問４ 小中連携または

小中一貫教育推進の
主なねらい

２ 家庭科の状況
問５ 小中連携の取組や小中一貫教育の取組

３ 実施校
問６ 会議等の状況
問７ 連携の方法
問８ 推進主体者
問９ 連携の具体的な内容
問10 家庭科関連施設・設備の

内容
問11 連携の成果
問13 課題の解決や成果
問14 開発してほしい資料、

本研究会への要望等

属性項目
・所属・学級数・児童生徒数・教職経験年数・性別・職名・免許・担当授業

４ 未実施校
問15 連携を行っていない理由
問16 連携の意思
問17 家庭科教育の内容を知る

必要性
問18 実施可能な取組
問19 あなた自身の課題
問20 開発してほしい資料、

本研究会への要望等

表 1．調査の概要

黒光，伊波，大島，岡，手塚，中島，中西，納塚，松園，山村：鹿児島県の家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育の現状と課題
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8 割以上であった。
表 2．回答者の属性（全体：55 票）　　　　　　　　　　 表 3. 家庭科の免許を所有していない者の概要

表 4．鹿児島県教職員録（2016 年度版）から見た家庭科教員の配置状況

　兼担状況は，約 6 割以上が「兼担」であり，「2 教科」以上兼担している教員が 2 割以上見
られた。兼担教科としては，「音楽」が最も多く，次いで「国語」，「特別支援」であった。鹿
児島県教職員録（2009 年度版）と比べると，中学校での兼担状況は若干増加していた 12）。また，
学校規模別に兼担状況を見た結果，兼担状況率が高いのは，「小規模校」8 割であり，勤務形
態別では「正規」教員の 8 割であった。「非正規教員」で最も高い割合を示すのは「非常勤講
師」であり，鹿児島県教職員録（2009 年度版）と比較すると，「期限付教諭」の割合が低くな
り，「非常勤講師」の割合が高くなっていた 12）。地域別に比較すると，勤務形態について，非

 4 

みなした。学校規模の分類については，学校教育法施行規則第 条及び第 条に記載されている

小・中学校の基準（小規模校： 学級以下，中規模校： 学級以上 学級以下，大規模校： 学

級以上）に則して分類を行った。

その結果，鹿児島県教職員録から見た中学校家庭科担当教員の実態は，性別では 割以上が「女性」

で，勤務形態では 割弱が「正規教員」，校あたりの家庭科担当教員数は「 名」が 割以上であった。

表 ．回答者の属性（全体： 票） 表 ．家庭科の免許を所有していない者の概要

表 ．鹿児島県教職員録（ 年度版）から見た家庭科教員の配置状況

兼担状況は，約 割以上が「兼担」であり，「 教科」以上兼担している教員が 割以上見られた。

兼担教科としては，「音楽」が最も多く，次いで「国語」，「特別支援」であった。鹿児島県教職員録

（ 年度版）と比べると，中学校での兼担状況は若干増加していた ）。また，学校規模別に兼担

状況を見た結果，兼担状況率が高いのは，「小規模校」 割であり，勤務形態別では「正規」教員の

勤務年数 票 ％ 職　名 票 ％
全学年の
学級数

生徒数
（名）

取得免許

１～５年 小学校教諭 英語
６～１０年 中学校技術・家庭科（家庭分野）教諭 英語
１１～２０年 中学校技術・家庭科（家庭分野）以外の教諭 国語
２１～３０年 小学校の講師（非常勤あるいは常勤） 国語
３１年以上 中学校の講師（非常勤あるいは常勤） 音楽

その他 音楽
性　別 票 ％ 小学校と音楽

男性 今年度の担当授業（複数回答） 票 ％ 英語
女性 技術・家庭科（家庭分野）の授業 音楽
無回答 技術・家庭科（技術分野）の授業 音楽

他教科の授業 音楽
取得免許 票 ％ 特別支援学級の授業 小学校と音楽

中学校（家庭科）のみ 他中学校の技術・家庭科（家庭分野）の授業 英語
中学校（家庭科）と他教科・他校種 小学校の家庭科の授業 音楽
家庭科臨時免許状 高等学校の家庭科の授業 小学校と音楽
中学校（家庭科）を所有していない その他 保健体育

技術・数学
小学校と社会と特別支援

％ 名 兼担教科数 兼担教科名 名
女性 音楽
男性 国語
教諭 特別支援
期教諭 数学
非講師 英語
講師 美術
その他 社会
専任 技術
兼担 理科
1教科 保健体育
2教科 音楽と特別支援
3教科 音楽と国語
4教科 技術と美術
小規模 技術と数学
中規模 音楽と美術
大規模 音楽と道徳
鹿児島 英語と音楽
日置 数学と理科
指宿 国語と英語
南薩 技術と特別支援
川薩 技術と保健体育
出水 国語と英語と道徳
姶良・伊佐 国語と保健体育
曽於 国語と社会と音楽
肝属 国語と保健体育と技術
熊毛 国語と英語と美術
奄美 美術と技術と特別支援

美術と英語と音楽
総合と社会と数学
数学と理科と技術と保健体育
英語と美術と保健体育と技術

地域

1教科
（113名）

2教科
（22名）

3教科
（7名）

4教科
（2名）

性別

勤務形態

専任・兼担

兼担教科数

学校規模
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（ 年度版）と比べると，中学校での兼担状況は若干増加していた ）。また，学校規模別に兼担

状況を見た結果，兼担状況率が高いのは，「小規模校」 割であり，勤務形態別では「正規」教員の

勤務年数 票 ％ 職　名 票 ％
全学年の
学級数

生徒数
（名）

取得免許

１～５年 小学校教諭 英語
６～１０年 中学校技術・家庭科（家庭分野）教諭 英語
１１～２０年 中学校技術・家庭科（家庭分野）以外の教諭 国語
２１～３０年 小学校の講師（非常勤あるいは常勤） 国語
３１年以上 中学校の講師（非常勤あるいは常勤） 音楽

その他 音楽
性　別 票 ％ 小学校と音楽

男性 今年度の担当授業（複数回答） 票 ％ 英語
女性 技術・家庭科（家庭分野）の授業 音楽
無回答 技術・家庭科（技術分野）の授業 音楽

他教科の授業 音楽
取得免許 票 ％ 特別支援学級の授業 小学校と音楽

中学校（家庭科）のみ 他中学校の技術・家庭科（家庭分野）の授業 英語
中学校（家庭科）と他教科・他校種 小学校の家庭科の授業 音楽
家庭科臨時免許状 高等学校の家庭科の授業 小学校と音楽
中学校（家庭科）を所有していない その他 保健体育

技術・数学
小学校と社会と特別支援

％ 名 兼担教科数 兼担教科名 名
女性 音楽
男性 国語
教諭 特別支援
期教諭 数学
非講師 英語
講師 美術
その他 社会
専任 技術
兼担 理科
1教科 保健体育
2教科 音楽と特別支援
3教科 音楽と国語
4教科 技術と美術
小規模 技術と数学
中規模 音楽と美術
大規模 音楽と道徳
鹿児島 英語と音楽
日置 数学と理科
指宿 国語と英語
南薩 技術と特別支援
川薩 技術と保健体育
出水 国語と英語と道徳
姶良・伊佐 国語と保健体育
曽於 国語と社会と音楽
肝属 国語と保健体育と技術
熊毛 国語と英語と美術
奄美 美術と技術と特別支援

美術と英語と音楽
総合と社会と数学
数学と理科と技術と保健体育
英語と美術と保健体育と技術

地域

1教科
（113名）

2教科
（22名）

3教科
（7名）

4教科
（2名）

性別

勤務形態

専任・兼担

兼担教科数

学校規模
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正規教員の割合が最も高い地域は，「南薩」地区，最も低いのは「熊毛」地区であった。 学校
規模については，「南薩」・「奄美」地区は全て「小規模校」であり，「大規模校」があるのは「鹿
児島」・「川薩」・「出水」・「伊佐」・「肝属」地区であった。地域別に兼担状況を見た結果，兼担
している教員が過半数を占める地域は「指宿」・「南薩」・「川薩」・「伊佐」・「曽於」・「肝属」・「熊
毛」・「奄美」地区であり，鹿児島県教職員録（2009 年度版）と比較すると，全ての地域にお
いて，兼担状況率が高くなっていた 12）。

（2）各学校における小中連携及び小中一貫教育の実施状況
　鹿児島県の中学校における小中連携及び小中一貫教育の実施状況は，「小中連携の取組を行
っている」69.8％（37 校），「小中一貫教育実施校である」5.7％（3 校），「どちらも実施してい
ない」24.5％（13 校）と，2016 年 2 月に行われた小中一貫教育の制度化に伴う導入意向調査（文
部科学省）の全国平均と同様の結果であった（図 1）。小中連携または小中一貫教育を行って
いる学校の取り組み形態は，「1 つの小学校と 1 つの中学校」が最も多く 39.5％（17 校），次いで，

「3 つの小学校と 1 つの中学校」25.6％（11 校）であった。その他と回答した学校は 6 校見られ，「4
つの小学校と１つの中学校」１校，「5 つの小学校と１つの中学校」１校，「6 つの小学校と１
つの中学校」3 校，「7 つの小学校と１つの中学校」１校であった（図 2）。佐賀県や宮崎県と比べ，
複数の小学校と１つの中学校とが連携している学校が多く見られた。
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図 ．小中連携及び小中一貫教育の実施状況 図 ．小中連携及び小中一貫教育の取組形態

小中連携の取組，または小中一貫教育推進の主な連携のねらいについては，「中１ギャップの緩

和など生徒指導上の成果をあげる（ 票）」が最も多く，次いで，「学習指導上の成果をあげる（

票）」，「 年間を通して児童生徒を育てるという教職員の意識改革（ 票）」が上位に見られた（図

）。連携のねらいについて，上位にあげられていた理由は，佐賀県，宮崎県と同様の意見であった。

全 国

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

小中連携の取組を行っている 小中一貫教育実施校である

どちらも実施していない

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

１つの小学校と１つの中学校 ２つの小学校と１つの中学校
３つの小学校と１つの中学校 １つの小学校と２つの中学校
その他

図 1．小中連携及び小中一貫教育の実施状況　　 図 2．小中連携及び小中一貫教育の取組形態

　小中連携の取組，または小中一貫教育推進の主な連携のねらいについては，「中１ギャップ
の緩和など生徒指導上の成果をあげる（26 票）」が最も多く，次いで，「学習指導上の成果を
あげる（19 票）」，「9 年間を通して児童生徒を育てるという教職員の意識改革（16 票）」が上
位に見られた（図 3）。連携のねらいについて，上位にあげられていた理由は，佐賀県，宮崎
県と同様の意見であった。
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図 ．連携のねらい

（ ）家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の実施状況

家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の取組状況は，「小中連携の取組を実施している」

学校が ％（ 校）と，佐賀県，宮崎県と同様に，学校全体の実施状況に比べ，家庭科での取組状

況は低い結果であった（図 ）。

家庭科教育の連携では，だれが主体となって連携を行っているかについては，「小・中学校，家

庭科の担当者である双方が主体」 ％（ 票），「家庭科の担当者以外の者が主体」 ％（ 票），

「どちらかというと中学校の家庭科の担当者」 ％（ 票）であった（図 ）。

家庭科教育において，小中連携の取組を実施していると回答した学校の連携方法としては，「児

童生徒の実態や授業にかかわる情報を共有する（ 票）」が最も多く，次いで，「授業を見せ合う（

票）」，「家庭科担当者同士で話し合いを行う（ 票）」が上位に見られた。佐賀県や宮崎県で見ら

れた「研究会，実技研修会等に参加する」といった連携方法が，鹿児島県では見られなかった（図 ）。

図 ．家庭科教育における小中連携・小中一貫教育の取組状況 図 ．連携の主体

教育活動の充実の観点から一定規模の児童生徒数の確保

子供の発達の早期化への対応

特色ある学校づくりを進めること

地域との協働関係の強化

保護者との協働関係の強化

教師の指導力の向上

異学年児童生徒の交流の促進

特別支援教育における学校間の連携・協力体制の強化

９年間を通して児童生徒を育てるという教職員の意識改革

学習指導上の成果をあげること

中１ギャップの緩和など生徒指導上の成果をあげること

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

小中連携の取組を実施している 小中一貫教育の取組を実施している

どちらも実施していない

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

小学校と中学校の家庭科教育担当者の双方 どちらかというと小学校の家庭科教育担当者

どちらかというと中学校の家庭科教育担当者 家庭科教育担当者以外の者

その他

図 3．連携のねらい

（3）家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の実施状況
　家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の取組状況は，「小中連携の取組を実施して
いる」学校が 16.3％（9 校）と，佐賀県，宮崎県と同様に，学校全体の実施状況に比べ，家庭
科での取組状況は低い結果であった（図 4）。
　家庭科教育の連携では，だれが主体となって連携を行っているかについては，「小・中学校，
家庭科の担当者である双方が主体」44.4％（4 票），「家庭科の担当者以外の者が主体」33.3％（3
票），「どちらかというと中学校の家庭科の担当者」22.2％（2 票）であった（図 5）。
　家庭科教育において，小中連携の取組を実施していると回答した学校の連携方法としては，

「児童生徒の実態や授業にかかわる情報を共有する（7 票）」が最も多く，次いで，「授業を見
せ合う（6 票）」，「家庭科担当者同士で話し合いを行う（5 票）」が上位に見られた。佐賀県や
宮崎県で見られた「研究会，実技研修会等に参加する」といった連携方法が，鹿児島県では見
られなかった（図 6）。
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図 4. 家庭科教育における小中連携・小中一貫教育の取組状況　  図 5．連携の主体
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図 ．連携方法（複数回答）

家庭科教育で連携している具体的な内容については，「小・中学校の円滑な接続のための内容の

連携（ 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の課題点の把握やその解決のための連携（ 票）」，

「小・中学校の発達段階を踏まえた目標や年間指導計画の作成（ 票）」ならびに「食生活の内容に

おける連携（ 票）」が上位に見られた（図 ）。

図 ．連携内容（複数回答）

家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の成果については，「児童生徒の学習経験がわか

り，指導に生かせた（ 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の学習内容を意識した指導内容に

つながった（ 票）」，「教材・教具・教室等を共用化できた（ 票）」が上位に見られた（図 ）。

教師によるティームティーチングを実施する

研究会、実技研修会等に参加する

教師が相手先の学校で授業を行う

教材・教具の開発を行う

児童生徒に他校種の家庭科の授業を受けさせる

小・中学校の 年間を見通した目標及び年間

指導計画を検討

実習室の管理に係る連携を行う

家庭科教育担当者同士で話し合いを行う

授業を見せ合う

児童生徒の実態や授業に係る情報を共有する

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

消費・環境の内容における連携

家族・家庭の内容における連携

衣生活の内容における連携

住生活の内容における連携

食生活の内容における連携

小学校と中学校の発達段階を踏まえた目標や年間指導計画

の作成に係る連携

小学校や中学校の課題点の把握やその解決のための連携

小学校からつなぐなど双方の接続を円滑に

行うための内容

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

図 6．連携方法（複数回答）
　家庭科教育で連携している具体的な内容については，「小・中学校の円滑な接続のための内
容の連携（5 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の課題点の把握やその解決のための連携

（4 票）」，「小・中学校の発達段階を踏まえた目標や年間指導計画の作成（3 票）」ならびに「食
生活の内容における連携（3 票）」が上位に見られた（図 7）。
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連携（ 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の課題点の把握やその解決のための連携（ 票）」，

「小・中学校の発達段階を踏まえた目標や年間指導計画の作成（ 票）」ならびに「食生活の内容に

おける連携（ 票）」が上位に見られた（図 ）。

図 ．連携内容（複数回答）

家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の成果については，「児童生徒の学習経験がわか

り，指導に生かせた（ 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の学習内容を意識した指導内容に

つながった（ 票）」，「教材・教具・教室等を共用化できた（ 票）」が上位に見られた（図 ）。

教師によるティームティーチングを実施する

研究会、実技研修会等に参加する

教師が相手先の学校で授業を行う

教材・教具の開発を行う

児童生徒に他校種の家庭科の授業を受けさせる

小・中学校の 年間を見通した目標及び年間

指導計画を検討

実習室の管理に係る連携を行う

家庭科教育担当者同士で話し合いを行う

授業を見せ合う

児童生徒の実態や授業に係る情報を共有する

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

消費・環境の内容における連携

家族・家庭の内容における連携

衣生活の内容における連携

住生活の内容における連携

食生活の内容における連携

小学校と中学校の発達段階を踏まえた目標や年間指導計画

の作成に係る連携

小学校や中学校の課題点の把握やその解決のための連携

小学校からつなぐなど双方の接続を円滑に

行うための内容

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）  
図 7．連携内容（複数回答）
　家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の成果については，「児童生徒の学習経験が
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わかり，指導に生かせた（5 票）」が最も多く，次いで，「小・中学校の学習内容を意識した指
導内容につながった（4 票）」，「教材・教具・教室等を共用化できた（3 票）」が上位に見られ
た（図 8）。

 
乗り入れ授業、ＴＴ等指導方法の工夫・充実が図られた

児童生徒の学力向上（知識・理解、技能面）つながった

小中間の教師の授業観・評価観の差が縮まった

教師の指導力の向上につながった

児童生徒間の交流が増えた。仲良くなった

教師間の協力した指導体制や場が増えた

小中教師間で認め合う意識が高まった。仲良くなった

指導方法の改善の必要性を感じた

児童生徒の関心や意欲が高まった

教材・教具・教室等を共有化できた

小学校・中学校の学習内容を意識した指導につながった

児童生徒の学習経験がわかり、指導に生かせた

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

図 8．連携の成果（複数回答）
　家庭科教育の連携を推進する上での課題としては，「家庭科担当教師間の関係性が薄い（3
票）」，「共同研究のための打合せや参観等の時間がもちにくい（3 票）」といった意見のほか，
その他の意見として，免許外のため上手く進められないといった意見が見られた（図 9）。
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図 ．連携の成果（複数回答）

家庭科教育の連携を推進する上での課題としては，「家庭科担当教師間の関係性が薄い（ 票）」，

「共同研究のための打合せや参観等の時間がもちにくい（ 票）」といった意見のほか，その他の意

見として，免許外のため上手く進められないといった意見が見られた（図 ）。

図 ．連携推進上の課題（複数回答）

連携する上での課題を解決するために取り組んでいることや成果があがっていることについて，

自由記述で回答を得たところ，「教材研究に努めている」，「年度はじめに小・中学校の双方で計

画を立て，年度の終わりに反省をしている」，「小学校 年生の段階で，中学生と同じ課題を出すな

乗り入れ授業、ＴＴ等指導方法の工夫・充実が図られた

児童生徒の学力向上（知識・理解、技能面）つながった

小中間の教師の授業観・評価観の差が縮まった

教師の指導力の向上につながった

児童生徒間の交流が増えた。仲良くなった

教師間の協力した指導体制や場が増えた

小中教師間で認め合う意識が高まった。仲良くなった

指導方法の改善の必要性を感じた

児童生徒の関心や意欲が高まった

教材・教具・教室等を共有化できた

小学校・中学校の学習内容を意識した指導につながった

児童生徒の学習経験がわかり、指導に生かせた

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

学校全体の取組が不十分なため家庭科の連携を進めにくい

移動手段と移動に要する時間の確保が難しい

協力指導のための時間割やカリキュラムの設定が難しい

連携により多忙になる

教師の小中連携の必要性に対する意識が低い

教師の子ども観や教育観が小学校と中学校で異なる

小中連携の成果が見えにくい

小中学校間の連携をコーディネートする教師が必要である

その他

家庭科担当教師間の関係性が薄い

共同研究のための打合わせや参観等の時間がもちにくい

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

図 9．連携推進上の課題（複数回答）
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　連携する上での課題を解決するために取り組んでいることや成果があがっていることにつ
いて，自由記述で回答を得たところ，「教材研究に努めている」，「年度はじめに小・中学校の
双方で計画を立て，年度の終わりに反省をしている」，「小学校 6 年生の段階で，中学生と同じ
課題を出すなど，少しでもつながりが感じられるように工夫している」といった意見が見られ
た。
　また，小中連携の取組を進めていくために，開発してほしい資料や要望について，自由記述
で回答を得た結果，「発達段階に応じた適切な教材や資料」や「特別支援対象の生徒への対応
の仕方」といった意見のほか，「小学校では担任が家庭科を指導しているので，教員の指導力
によって児童の定着に差が生じてしまう。指導する点を明確にし，誰もが教えやすいようにし
てほしい」といった要望が見られた。
　家庭科教育において，小中連携および小中一貫教育の取組をどちらも実施していないと回答
した学校に対して主な理由を聞いたところ，「学校自体の取組がないから（27 票）」が最も多く，
次いで，「取組のきっかけがない（19 票）」，「忙しくて時間がない（10 票）」という理由が上位
に見られた。また，その他の意見として，「非常勤講師や免許外であるから」といった理由も
見られた（図 10）。

小・中学校では教育観、考え方が異なるから

必要性をあまり感じないから

よく相手を知らないから

連携の進め方が分からないから

その他

忙しくて時間がないから

取組のきっかけがないから

学校自体の取組みがないから

宮 崎 県

（ 校 ）
佐 賀 県

（ 校 ）
鹿児島県

（ 校 ）

図 10．連携を行っていない理由（複数回答）
　「家庭科教育において連携したいと思うか」という問いに対しては，「そう思う」と肯定的に
回答した学校は，7 割以上見られ（図 11），「他校種の家庭科教育の内容を知る必要性を感じるか」
という問いに対しては，「感じる」と肯定的に回答した学校が，8 割以上見られた（図 12）。
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ど，少しでもつながりが感じられるように工夫している」といった意見が見られた。

また，小中連携の取組を進めていくために，開発してほしい資料や要望について，自由記述で回

答を得た結果，「発達段階に応じた適切な教材や資料」や「特別支援対象の生徒への対応の仕方」

といった意見のほか，「小学校では担任が家庭科を指導しているので，教員の指導力によって児童

の定着に差が生じてしまう。指導する点を明確にし，誰もが教えやすいようにしてほしい」といっ

た要望が見られた。

家庭科教育において，小中連携および小中一貫教育の取組をどちらも実施していないと回答した

学校に対して主な理由を聞いたところ，「学校自体の取組がないから（ 票）」が最も多く，次い

で，「取組のきっかけがない（ 票）」，「忙しくて時間がない（ 票）」という理由が上位に見

られた。また，そのほか，「非常勤講師や免許外であるから」といった理由も見られた（図 ）。

図 ．連携を行っていない理由（複数回答）

「家庭科教育において連携したいと思うか」という問いに対しては，「そう思う」と肯定的に回

答した学校は， 割以上見られ（図 ），「他校種の家庭科教育の内容を知る必要性を感じるか」と

いう問いに対しては，「感じる」と肯定的に回答した学校が， 割以上見られた（図 ）。

図 ．連携の意思 図 ．他校種の内容を知る必要性

その他

小学校教師が中学校で家庭分野の授業を行う

小中学校教師が で授業を行う

中学校教師が小学校で家庭科の授業を行う

小中の家庭科・家庭分野の学習内容や指導の進め方、児童生徒の

実態等について、小中合同の話し合いを行う

小中学校教師が他校種の家庭科・家庭分野の

授業を参観する

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

とてもそう思う 少しそう思う あまり思わない 全く思わない

鹿児島県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

宮 崎 県

（ 校 ）

とても感じる 少し感じる あまり感じない 全く感じない

図 11．連携の意思　　　　　　　　　　　 　　　図 12．他校種の内容を知る必要性
　今後，家庭科教育における小中連携の取組としてどのようなことが実践可能か聞いたとこ
ろ，「授業を参観する（30 票）」が最も多く，次いで，「学習内容や指導の進め方，児童生徒の
実態等について小中合同の話し合いを行う（26 票）」という意見が上位に見られた。また，そ
の他の意見として，「免許外なので答えられない」といった意見も見られた（図 13）。
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今後，家庭科教育における小中連携の取組としてどのようなことが実践可能か聞いたところ，「授

業を参観する（ 票）」が最も多く，次いで，「学習内容や指導の進め方，児童生徒の実態等につ

いて小中合同の話し合いを行う（ 票）」という意見が上位に見られた。また，そのほか，「免許

外なので答えられない」といった意見も見られた（図 ）。

図 ．実践可能な小中連携の取組（複数回答）

今後，家庭科教育の充実を図るために小中連携の取組をすることになったと仮定した場合，現在

の課題は何なのか，自由記述で回答を得た結果，「小学校の家庭科の指導のあり方や学習内容等，

現状を理解できていない」，「小学校の実態を把握した上でどのように中学校につなげるのか」と

いった小学校の実態把握や，「打ち合わせや会議の時間の確保」といった時間的な問題や，「教員同

士の話し合いや授業の日程の調整」，「小学校の先生といかに連携をとるか」といった学校間での連

携の問題，「専門教科でないので知識・技能への課題」や「自分自身の勉強不足」といった家庭科の

指導力の向上，「免許外なので責任が重すぎる」といった意見が見られた。

小中連携の取組を進めていくために開発してほしい資料や要望については，「小中連携が進んでい

る学校の実践例」，「小中連携を行う中での成果例」，「小学校から中学校までの学習内容の一覧表や

系統図」，「授業例のほかに小学校で学んだことをどのようにつなげるのか関連付けた学びにするた

めの工夫」といった意見が見られた。

．まとめと考察

鹿児島県では，回答した 割の学校が小中連携及び小中一貫教育の取組を行っていた。取組の形態

としては，「 つの小学校と つの中学校」が最も多く，連携のねらいとしては，「中１ギャップの

緩和など生徒指導上や学習指導上の成果をあげる」，「 年間を通して児童生徒を育てる教職員の意

識改革」が上位にあげられていた。

その他

小学校教師が中学校で家庭分野の授業を行う

小中学校教師が で授業を行う

中学校教師が小学校で家庭科の授業を行う

小中の家庭科・家庭分野の学習内容や指導の進め方、児童生徒の

実態等について、小中合同の話し合いを行う

小中学校教師が他校種の家庭科・家庭分野の

授業を参観する

宮 崎 県

（ 校 ）

佐 賀 県

（ 校 ）

鹿児島県

（ 校 ）

図 13．実践可能な小中連携の取組（複数回答）
　今後，家庭科教育の充実を図るために小中連携の取組をすることになったと仮定した場合，
現在の課題は何なのか，自由記述で回答を得た結果，「小学校の家庭科の指導のあり方や学習
内容等，現状を理解できていない」，「小学校の実態を把握した上でどのように中学校につな
げるのか」といった小学校の実態把握や，「打ち合わせや会議の時間の確保」といった時間的
な問題や，「教員同士の話し合いや授業の日程の調整」，「小学校の先生といかに連携をとるか」
といった学校間での連携の問題，「専門教科でないので知識・技能への課題」や「自分自身の
勉強不足」といった家庭科の指導力の向上，「免許外なので責任が重すぎる」といった意見が
見られた。
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　小中連携の取組を進めていくために開発してほしい資料や要望については，「小中連携が進
んでいる学校の実践例」，「小中連携を行う中での成果例」，「小学校から中学校までの学習内容
の一覧表や系統図」，「授業例のほかに小学校で学んだことをどのようにつなげるのか関連付け
た学びにするための工夫」といった意見が見られた。

4．まとめと考察
　鹿児島県では，回答した 7 割の学校が小中連携及び小中一貫教育の取組を行っていた。取組
の形態としては，「1 つの小学校と 1 つの中学校」が最も多く，連携のねらいとしては，「中１
ギャップの緩和など生徒指導上や学習指導上の成果をあげる」，「9 年間を通して児童生徒を育
てる教職員の意識改革」が上位にあげられていた。
　家庭科教育における小中連携及び小中一貫教育の実態をみると，「児童生徒や授業に係る情
報の共有」，「授業を見せ合う」といった連携の方法を通して，「中学校への見通しをもたせる」，

「小・中学校の課題点の把握やその解決のための連携」といった内容があげられていたが，「家
庭科教育において小中連携の取組を実施している」学校は 2 割以下と，他県と同様，学校全体
での連携と比べて低い結果であった。連携の成果としては，「児童生徒の学習経験がわかり指
導に生かせた」，「小学校・中学校の学習内容を意識した指導内容につながった」，「教材・教具・
教室等を共用化できた」といった意見が見られたほか，連携の意思については，連携したい学
校は 7 割以上，他校種の内容を知ることへは 8 割以上が必要性を感じていたが，連携に向け
ては，「家庭科担当教師間の関係性が薄い」，「共同研究のための打合せや参観等の時間がもち
にくい」といったことが課題に挙げられた。また，連携に向けては，中学校家庭科の教員の配
置状況も課題にあげられる。家庭科教育の連携を推進する上での課題として，免許外のため連
携を上手く進められないといった意見や，家庭科教育において小中連携および小中一貫教育の
取組を実施していない理由として，非常勤講師や免許外であるからといった意見が見受けられ
た。教員の配置等の問題は，行政の問題であるが，小中連携および小中一貫教育の充実の面か
らも適正な教員配置に改善していく必要性が伺えた。また，合わせて，今後，小中連携が進む中，
小学校において，中学校教員が技術・家庭科（家庭分野）を担当できるため小学校教員が担当
しない，中学校の家庭科を小学校教員が担当するといったことがないように，適正な教員配置
が行われるよう提言していく必要も見られた。
　次期学習指導要領（平成 30 年）では，小学校の家庭科，中学校の技術・家庭科（家庭分野）
の学習内容が，従前の 4 つの枠組みから，Ａ家族・家庭生活，Ｂ衣食住の生活，Ｃ消費生活・
環境の 3 つの枠組みへ整理された。これは，小・中・高等学校の内容の系統性を明確にするた
めであり，今後は，家庭科教育においても連携の充実が図られる必要がある。そのためには，
今後，回答が得られなかった学校および鹿児島県の小中一貫校の実態を把握し，小中連携が進
んでいる学校の実践例，小中連携を行う中での成果例を整理するとともに，家庭科担当教師間
の関係性を深めるための機会の充実を図っていきたい。

付記
　本調査に当たりご協力をいただいた鹿児島県の中学校技術・家庭科の皆様に心から感謝申し
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上げます。
　本研究は，日本家庭科教育学会九州地区会より研究助成を得て行った共同研究「家庭科教育
における小中連携・一貫教育の実態と円滑な接続・連携の在り方」の研究成果の一部である。
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